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【令和元年度「大規模災害査定方針キャラバン」説明資料】

沼田川水系仏通寺川(ぶっつうじがわ)左岸被害状況（広島県）



平成30年度の災害の発生状況

平成３０年度は、平成30年7月豪雨等により浸水被害や土砂災害が発生したほか、平成30年北海道胆振
東部地震をはじめ震度5弱以上の地震が１０回発生、口永良部島が噴火する等、全国各地で災害が発生し
ている。

※噴火警戒レベル１ ： 活火山であることに留意
噴火警戒レベル２ ： 火口周辺規制
噴火警戒レベル３ ： 入山規制
噴火警戒レベル４ ： 避難準備
噴火警戒レベル５ ： 避難

主な土砂災害（土砂災害発生件数が５０件以上）

事象名 主な被災地域

７
月

平成３０年
７月豪雨

兵庫県、岡山県、広島県、
山口県、香川県、愛媛県、
高知県、福岡県、長崎県

９
月

平成３０年北海道
胆振東部地震

北海道

主な地震（震度5弱以上発生地域）

地震 最大発生震度

４月
島根県西部を
震源とする地震

５強

４月
根室半島南東沖を震源と
する地震

５弱

５月
長野県北部を
震源とする地震

５弱

５月
長野県北部を
震源とする地震

５強

６月
群馬県南部を
震源とする地震

５弱

６月
大阪府北部を
震源とする地震

６弱

７月
千葉県東方沖を
震源とする地震

５弱

９月
平成30年北海道
胆振東部地震

７

９月
平成30年北海道
胆振東部地震

５弱

10月
平成30年北海道
胆振東部地震

５弱

主な水害（床上浸水１０戸以上発生）

水害 主な被災地域

７月
平成３０年
７月豪雨

岐阜県、京都府、兵庫県、島根
県、岡山県、広島県、
愛媛県、高知県、福岡県、佐賀
県

８月
８月５日から
の大雨

山形県

８月
台風第１９号
及び第２０号

和歌山県

１０
月

台風第２４号 京都府、宮崎県

噴火警戒レベル（3以上）の引上げ

４月
霧島山

（えびの高原（硫
黄山））

４月１９日 噴火警戒レベル２→３
５月１日 噴火警戒レベル３→２

８月 口永良部島
８月１５日 噴火警戒レベル２→４
８月２９日 噴火警戒レベル４→３

水害･･･主な水害（床上浸水10
戸以上）が発生した地域

【凡例】

地震 (震度)

火山噴火

台風経路
（日本列島に上陸した台風）

5弱

土砂災害･･･主な被災地域(土砂災害
発生件数が50件以上)

過去の最高潮位を超える値を観測

９月 台風第２１号
大阪府、兵庫県、和歌山県、
徳島県

１０月 台風第２４号
静岡県、三重県、和歌山県、
鹿児島県

①

①

【台風第１２号経路】

【台風第２０号経路】

【台風第２４号
経路】

５弱

【霧島山
（えびの高原（硫黄山））

噴火】

【台風第２１号経路】

5弱

5弱
5弱

5強

6弱

5強

【台風第２１号
関西国際空港浸水】

【口永良部島噴火】

5弱
5弱
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○ 6 月 18 日 07 時 58 分に大阪府北部の深さ約 15km でマグニチュード6.1の地震が発生。この地震により大
阪府で最大震度６弱を観測した。※１

○ これにより、死者6名、重軽傷者443名、家屋の全半壊等58,322棟の被害が発生。※2 2名がブロック塀の崩落

に巻き込まれ死亡した。 ※3
※1：気象庁「2018 年 6 月 18 日大阪府北部の地震の評価」（平成30年7月10日）
※2：消防庁「大阪府北部を震源とする地震による被害及び 消防機関等の対応状況（第30報） 」（平成30年11月6日（火）10時00分）
※3：内閣府「大阪府北部を震源とする地震に係る被害状況等について 」（平成30年7月5日18時00分）

■震度分布図 （出典）気象庁 ■TEC-FORCEによる被災状況調査 （出典）近畿地方整備局
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大阪北部を震源とする地震における一般被害



平成30年７月豪雨における一般被害

○ 平成30年台風第７号及び前線等による大雨（平成30年７月豪雨）により、西日本を中心に、広域的かつ同時多
発的に、河川のはん濫、がけ崩れ等が発生。

○ これにより、死者237名、行方不明者8名、重軽傷者433名、家屋の全半壊等22,001棟、家屋浸水28,469棟の

極めて甚大な被害が広範囲で発生。※１

○ 避難指示（緊急）は最大で915,849世帯・2,007,849名に発令され、その際の避難勧告の発令は985,555世帯・
2,304,296名に上った。 ※２

○ 断水が最大263,593戸発生するなど、ライフラインにも甚大な被害が発生。※３

※1：消防庁「平成３０年７月豪雨及び台風第１２号による被害状況及び消防機関等の対応状況（第５９報）」（平成３１年１月９日（水）１６時００分）
※2：内閣府「平成３０年台風第７号及び前線等による被害状況等について」（平成３０年７月８日（日）６時００分）
※3：非常災害対策本部「平成３０年７月豪雨による被害状況等について」（平成３０年１０月９日（火）１７時００分）

ひろしまし あさきたく くちたみなみ

広島県広島市安佐北区口田南

きたきゅうし もじく

福岡県北九州市門司区

あやべしうえすぎちょう

京都府綾部市上杉町

■各地で土砂災害が発生

広島県については、避難指示（緊急）（1,553 地区）、避難勧告（128 地区）及び
避難準備・高齢者等避難開始（２地区）を合算して 818,222 世帯、1,837,005 名に発令

高梁川水系小田川左岸及び
複数の支川の決壊、右岸の越水により、多数の家屋浸水
7/8 13:00頃より排水作業を実施した結果、
7/11までに宅地・生活道路の浸水が概ね解消

■岡山県倉敷市真備町の浸水及び排水状況
たかはしがわ おだがわ
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台風第21号における一般被害

○ 台風第21号は9月4日、非常に強い勢力で徳島県に上陸した後、速度を上げながら近畿地方を縦断した。その後、日本
海を北上し、9月5日に温帯低気圧に変わった。台風の接近・通過に伴って、四国や近畿地方では猛烈な風が吹き、猛

烈な雨が降ったほか、観測記録を更新する記録的な高潮となったところがある。※１

○ 死者14名、重傷者46名、軽傷者897名、家屋の全半壊等50,298棟、家屋浸水571棟の被害が発生。※１

○ 関西国際空港では、滑走路等で浸水被害があったが、排水作業等を行い7日に国内線、8日に国際線の利用を再開し

た。※１

※1：内閣府「平成30年台風第21号に係る被害状況等について 」（平成30年10月2日17時00分）

■最大風速の分布図 （出展）気象庁
■被災状況、TEC-FORCEの活動状況 （出展）近畿地方整備局

高潮による浸水被害発生状況（関西国際空港）

防災ヘリによるタンカー衝突状況の撮影
（関空連絡橋） ポンプ車による排水作業（関西国際空港）

高潮による被害発生状況

（和歌山県和歌山市市道）
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平成30年北海道胆振東部地震における一般被害

○ 9月6日3時7分に北海道胆振地方中東部の深さ約35kmでマグニチュード6.7（暫定値）の地震が発生した。こ
の地震により胆振地方で最大震度7を観測し、被害を伴った。その後、M6.7 の地震の震源を含む南北約
30km の領域で地震活動が続いている。※１

○ これにより、死者42名、重軽傷者762名、家屋の全半壊等14,632棟の被害が発生。※２

○ 広域的に土砂災害が発生し、この崩壊面積は13.4km2と明治以降の主要な地震災害の中で最も多くなった。こ

れらの被害に対し、新たに直轄で土砂災害対策を進めることから、その推進体制を確保するため、「厚真川水
系土砂災害復旧事業所」を設置した。 ※1：気象庁「平成30年北海道胆振東部地震の評価」（平成30年9月6日）

※2：消防庁「平成30年北海道胆振東部地震による被害及び 消防機関等の対応状況（第34報）」（平成31年1月28日（月）14時30分）

■震度分布図（出典）気象庁

シュルク沢川の調査（北海道勇払郡厚真町）

■広域で土砂災害が発生 （出典）国土地理院地図

■TEC-FORCEの活動状況

ドローン調査

（北海道勇払郡厚真町）

い ぶ り

（出典）北海道開発局

ゆうふつぐんあつまちょう

あづまがわ

各観測点の震度分布図（震央近傍を拡大）
※地図上に表示されている震央や震度観測点の位置は、描画の都合上、実際の位置

と異なる場合があります。
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公共土木施設の被害報告額

平成30年 工種別被害報告額及び
異常気象別被害報告額の割合（H31.3.15時点）

平成３０年発生災害は、公共土木施設における被害報告箇所は
26,285箇所、被害報告額は6,663億円（H31.3.15時点）。
これは、過去10年間（H20～H29）でみると、東日本大震災の発生
したH23に次ぐ被害報告額となっている。

7
異常気象別被害報告額の割合

工種別被害報告額の割合
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累積被害報告額の推移

平成25年災害

平成26年災害

平成27年災害

平成28年災害

平成29年災害

5カ年平均

(H25～H29)

平成30年災害

（億円）

２５，７６８億円 ● （参考）平成23年災害
１１，１６５億円 ● （参考）平成16年災害
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平成３０年 都道府県別決定額分布図

1000億以上

100～500億未満

凡例

50～100億未満

10～50億未満

500～1000億未満

10億未満

平成３０年災害の都道府県別 決定額分布図 （※政令市の決定額は、属する都道府県に含む。）

（国土交通省所管：補助/公園・港湾を除く）

都道府県 箇所数
決定額
（千円）

1 広島県 5,793 107,707,710
2 北海道 754 54,370,061
3 岡山県 2,904 35,307,444
4 愛媛県 2,264 30,886,297
5 高知県 1,177 24,423,902
6 兵庫県 1,172 18,613,288
7 京都府 1,673 18,378,208
8 岐阜県 776 16,772,587
9 山口県 927 15,791,132

10 鳥取県 678 12,461,837

※H31.3.15時点の決定額

決定額上位の都道府県(政令市含む）
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平成３０年 都道府県別決定額分布図

１００億以上

１０～１００億未満

凡例

５～１０億未満

１～５億未満

１億未満

平成３０年災害の都道府県別 決定額分布図 （※政令市の決定額は、属する都道府県に含む。）

（国土交通省所管：補助/港湾）

9

都道府県 箇所数 決定額（千円）
1 兵庫県 53 11,943,072
2 東京都 3 1,901,117
3 和歌山県 19 1,271,753
4 北海道 21 956,391
5 鹿児島県 11 916,543
6 新潟県 5 888,489
7 岡山県 3 404,607
8 島根県 13 353,648
9 高知県 2 283,421
10 長崎県 17 248,056

決定額上位の都道府県（政令市含む）

※H31.3.22時点の決定額



平成３０年 都道府県別決定額分布図

6億円以上

凡例

3～6億円未満

1～3億円未満

1億未満

平成３０年災害の都道府県別 決定額分布図 （※政令市の決定額は、属する都道府県に含む。）

（国土交通省所管：補助/公園）

都道府県 箇所数
決定額
（千円）

1 北海道 21 890,474
2 兵庫県 31 615,080
3 岡山県 21 423,526
4 広島県 29 403,415
5 大阪府 25 321,611
6 京都府 22 286,155
7 愛媛県 15 264,840
8 福岡県 15 173,600
9 鳥取県 4 123,821

10 山口県 9 122,022

※H31.3.26時点の決定額

決定額上位の都道府県(政令市含む）
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災害査定の効率化実績（平成30年災一覧）

効率化
（簡素化）
項目

通 常

平成30年台風第24
号

平成30年台風第19号、
第20号、第21号の暴

風雨等

平成30年北海道胆振
東部地震

平成30年梅雨前線豪雨等
（平成30年7月豪雨を含む。）

鳥取県・宮崎県
山形県・石川県・

和歌山県
北海道・札幌市

北海道・岐阜県・京都府・大阪府・兵庫県・鳥取県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香
川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・神戸市・岡山市・広島市・北九州市

机上査定額
３百万円
未満

鳥取県・宮崎県
：１５百万円以下

山形県・和歌山県
：２０百万円以下
石川県
：１０百万円以下

【公園】
大阪府
：４百万円以下
札幌市
：２０百万円以下
大阪市
：３．５百万円以下

北海道
：５０百万円以下

広島県：５０百万円以下
岡山県・愛媛県：４０百万円以下
兵庫県・広島市：２５百万円以下
北海道：２１百万円以下
山口県・岐阜県・高知県・鳥取県・徳島県・大阪府・神戸市：２０百万円以下
京都府・福岡県：１５百万円以下
佐賀県・香川県・岡山市・北九州市：１０百万円以下

【公園】
広島県：４０百万円以下
福岡県：３０百万円以下
兵庫県：２４百万円以下
愛媛県：１７百万円以下
岡山県・山口県：１０百万円以下

採択保留額
4億円
未満

－ － 8億円未満 ８億円未満

設計図書の
簡素化

－ － 山形県・和歌山県

北海道・札幌市

【公園】
北海道・札幌市

北海道・岐阜県・京都府・大阪府・兵庫県・鳥取県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香
川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・神戸市・岡山市・広島市・北九州市

【港湾】
東広島市

【公園】
北海道・岐阜県・京都府・大阪府・兵庫県・鳥取県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香
川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・京都市・神戸市・岡山市・広島市・北九州市・福
岡市

一箇所工事 － － －

北海道・札幌市

【公園】
北海道・札幌市

北海道・岐阜県・京都府・大阪府・兵庫県・鳥取県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香
川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・神戸市・岡山市・広島市・北九州市

【公園】
北海道・岐阜県・京都府・大阪府・兵庫県・鳥取県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香
川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・京都市・神戸市・岡山市・広島市・北九州市・福
岡市

平成30年災は平成30年7月梅雨前線豪雨等（平成30年7月豪雨を含む）の他、平成30年北海道胆振東部地震、
平成30年台風第19号、第20号、第21号の暴風雨等、平成30年台風第24号において災害査定の効率化を実施
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大規模査定方針適用までの流れ（実績）

災
害
査
定
の
効
率
化
を
通
知

（
水
管
理
・
保
全
局
長
、
港
湾
局
長
、
都
市
局
長
通
知
）

『
平
成
３
０
年
７
月
豪
雨
』
気
象
庁
命
名

７／９

内
閣
総
理
大
臣
岡
山
県
視
察

●
激
甚
災
害
の
迅
速
な
指
定
を
す
る
よ
う
作
業
す
る

７／１１ ７／１３

第
四

対
象
区
域

選
定
の
準
備

※
※『大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針』より

●
対
象
区
域
の
選
定
の
た
め
の
デ
ー
タ
と
り
ま
と
め

●
都
道
府
県
・
政
令
市
よ
り
効
率
化
の
要
望
書

７／１５

●
非
常
災
害
対
策
本
部
会
議
で
内
閣
総
理
大
臣
よ
り
公
表

激
甚
災
害
指
定
見
込
み
事
前
公
表

７／１６

第
四

対
象
地
区

の
記
者
発
表

※

７／１８

第
五

机
上
査
定

等
の
整
理

※
●
机
上
査
定
、
採
択
保
留
の
金
額
確
認
を
実
施

７／２０
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災害査定の効率化実績（平成30年7月豪雨等）
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「追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（机上査定）

「第十二．追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（二）に基づき、おおむね
七割に達する査定箇所の査定設計額と机上査定上限額を比較調査した。

効率化前の場合

設定したカバー率

実態のカバー率

■全国の机上査定上限額の実態を確認すると査定

箇所全体の84%となった。

■広島県においては、査定箇所全体の93%となった。

■一つの要因として、災害査定に向けて被害状況が

精査されたこと、一箇所工事の取り扱い（分割・統

合）をすること等で効率化検討時と差が出てくる

ケースが考えられるが、これらも含め要因について

は、今後更なる検討が必要。

■しかしながら、今回の豪雨だけで被害件数は約１

万７千件、全体としても約２万５千件を超えたこと

から、災害査定を机上で行うことでおおむね１月末

までに全ての災害査定を完了させることを可能にし

た。

14
H31.2時点



「追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（採択保留）

「第十二．追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（三）に基づき、おおむね
六割に達する査定箇所の査定設計額と採択保留金額を比較調査した。

検討（４億円以上） 検討（８億円以上） 実態（８億円以上）

18件

8件 1件

0% －１０件

■ 平成３０年７月豪雨（全対象地域：全体件数17,702件(決定数)）

【採択保留】

（入口ベース） （出口ベース）

6%
－７件56%

効率化前の場合

設定したカバー率

実態のカバー率

■検討時は、採択保留金額４億円以上の件数が１８件あり、おおむね6割に達する保留見込箇所の被

害金額を8件（８億円以上）と設定し、実態としては採択保留が１件となり、迅速な災害査定が可能と

なった。
15
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「設計図書の簡素化」の積極的活用（事務連絡）
事 務 連 絡

平成３０年７月２５日

 

北海道・岐阜県・京都府・大阪府・兵庫県・ 

鳥取県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・ 

香川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・ 

神戸市・岡山市・広島市・北九州市 

災害復旧事業担当課長 殿 

 

 

国土交通省 水管理・国土保全局 

 防災課 災害査定官 齋藤 充 

 

 

『平成３０年梅雨前線豪雨等(平成３０年７月豪雨含む。)による 

災害復旧事業の査定の効率化』における確実な実施について 

 

 

 標記について、平成３０年梅雨前線豪雨等(平成３０年７月豪雨含む。)における激甚

（本激）な被害状況を鑑み、「大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方

針」により、『平成３０年梅雨前線豪雨等(平成３０年７月豪雨含む。)による災害復旧

事業の査定の効率化について』を平成３０年７月２０日に通知したところです。 

そこで、災害査定の迅速化促進のため、下記の通り、各効率化項目の見込み件数等の

報告を頂くとともに、各効率化項目の取扱いについて記載します。 

なお、管内関係部局及び道府県管内の市町村（指定都市を除く）に対してもこの旨周

知することをお願い致します。 

 

記 

 

（１）災害査定の効率化項目の見込み件数について 

 以下の効率化項目の見込み件数について、平成３０年８月１日時点で様式に記

載の上、平成３０年８月７日（火）１７：００までにメールにて報告ください。 

① 机上査定見込み件数（300万円未満から各道府県・政令市毎の金額以上） 

② 採択保留見込み件数（採択保留金額８億円以上） 

③ 設計図書添付図面（平面図及び標準断面図）の簡素化見込み件数 

④ 一箇所工事とみなす運用変更見込み件数 

 

（２）机上にて査定を行うことができる一箇所工事の国庫負担申請額引き上げについて 

 今回、机上にて査定を行うことができる一箇所工事の国庫負担申請額を三百万

円未満から各道府県及び政令市において引き上げを行っています。今回の梅雨前

線豪雨の災害報告件数だけで、既に平成２９年災を大きく上回るため、早期復旧

16

（次ページへ続く）



「設計図書の簡素化」の積極的活用（事務連絡）
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「設計図書の簡素化」の積極的活用（実例）

18

■工事概要
復旧延長：130m
埋塞土撤去工：1,350m3
流木撤去工：110m3

平面図

標準断面図



「一箇所の工事」の積極的活用

＜「分割」・「統合」のイメージ（都道府県）＞

5,000万円

3,000万円 2,000万円

「分割」可能 「統合」可能

150万円 50万円
80m

150万円 50万円
80m

200m

一箇所として統合可能

※金額は災害査定申請額、延長は離隔

『公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法』第６条２項に準じて、以下のよ
うな「分割」又は「統合」を行う。

19



「一箇所の工事」の積極的活用（実例）

20

一箇所として統合



大規模水害時における橋梁・水門の総合単価設定（事務連絡）

21



■大規模な橋梁における課題
及び「橋梁」の総合単価活用の効果

・コンサル不足により、全ての橋梁設計を積上げ積算の期間を考慮した形で完了すること
が困難

→ 総合単価を適用することで、積算期間が短縮可能

・規模が大きくかつ精細な設計が必要となる橋梁の設計を先行させ、規模が小さく比較的
簡易な橋梁の設計を後回しにせざるを得ない

→ 総合単価適用が可能な規模が小さく比較的簡易な橋梁については、設計を遅れ
ることになっても１月中の災害査定が可能

・市町によっては橋梁以外にも多数の被災箇所の災害査定が残っており、それらを積算す
るための職員が不足

→ 橋梁において総合単価を適用することで、積算作業する職員の負担が軽減さ
れ，橋梁以外の積算への集中が可能

「橋梁」の総合単価の活用（広島県）

22



「追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（現地調査）

23

事 務 連 絡

平成 30 年 5 月 23 日

 

都道府県・政令市 

水管理・国土保全局所管 
災害復旧事業担当課長 様 

 

国土交通省水管理・国土保全局 

                                                      防災課 災害査定官

 

 

 

大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針の 

留意事項について（通知） 

 

 

 

大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針（平成 29 年 2 月 1 日 国都安第

８４号、国水防第３４７号、国港海第２１５号）第１２（１）の調査をする場合は、別紙の

とおり留意願いたい。 

なお、貴管内市町村（指定都市を除く）に対しては、貴職より周知方をお願いする。 

 

 

 

 

＜問い合わせ窓口＞ 水管理・国土保全局 防災課 基準係

電話 03-5253-8458

（内線 80-35773）



「追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（現地調査）

24

机上査定箇所の現地確認調査チェックリスト＜国交省＞

　　　　申請者／河川・路線等名　

　　　　工事番号　　 　　

1 申請箇所の確認
特記無 特記有

　

2 適用除外事項の確認
申請時の写真と現地状況との対比 特記無 特記有

・

・ 維持工事とみるべきもの（のみ災）

・

3 机上査定内容の確認

①　事業の範囲、状況、原因の確認 特記無 特記有

・

・ 被災の状況（死に体等）の確認

・ 被災の原因・メカニズムの確認

②　復旧工法の確認 特記無 特記有

・

・

・

・

・

・

③　仮設工法の確認 特記無 特記有

・

④　その他

4 机上査定の結果の判断

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　 災害査定官（検査官）

立会官

復旧工法が、現実的かつ安全に施工できるもの

となっているか。

：　

：　

・ 河川・路線等名、工事番号の確認

当該異常天然現象によるものではない災害（過
年災）

甚だしく維持管理の義務を怠ったことに基因し

て生じたものと認められる災害

被災の起点、終点の確認　　　

復旧工法が、被災のメカニズムを踏まえたもの

となっているか。

復旧工法が、過大なものとなっていないか。ま
たは、過小なものとなっていないか。

経済性の検討において比較工法が、現地状況を
踏まえたものとなっているか。

復旧工法が、二重対策となっていないか。

復旧工法が、用地境界を踏まえ妥当なものと
なっているか。

仮設工法が、復旧工法及び現地状況を踏まえ妥
当なものとなっているか

判断
結果

別 紙 
 

＜水管理・国土保全局所管施設＞ 
大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針 

第１２（１）に基づく調査要領 
 
 
第１  調査の目的 

本調査は、大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針（以下「大規模査定方
針」という）第１２（１）に基づき、大規模査定方針を適用し机上にて実施した査定（以下、
「机上査定」という）について、査定方法の妥当性について検証を行うための調査方法につい
て示したものである。 

なお、机上査定の調査において発覚した不具合項目をどのようにすれば不具合無く机上査定
出来るか検討するための調査であり、査定結果の適・不適を判別するものではない。 
 
第２  調査対象 

本調査の対象は原則、「大規模査定方針 第５」を適用した査定とする。 
 
第３ 調査の方法 
 本調査は、下記のとおりとする。 
（１） 整備局等の災害査定官（検査官）、財務局等が立会官として現地調査を行う。 

なお、現地調査を行う災害査定官（検査官）及び立会官は、原則、机上査定時と別の
者とする。 

（２）申請者は、現地において査定内容を説明出来る者であれば可とする。 
（３）現地調査の対象件数は、災害毎に整備局等管内において２件程度とする。 

※ 調査の対象箇所については国土交通本省において選定を行い関係各位へ通知。 
（４）現地調査は、別添チェックリストを用いて確認するものとする。なお、説明資料とし

て机上査定に用いた資料も添付すること。 
（５）現地調査において、机上査定結果と異なる判断がなされる場合、又は不足していたと

思われる内容がある場合は、その要因について別添チェックリスト「④その他」欄に
記載すること。 

 
第４ 調査の時期 
 本調査は、机上査定終了後の現地調査可能な時期（工事着手前を想定）に実施すること。た
だし、査定前着工を妨げるものではない。なお、調査日程については、事前に災害査定官（検
査官）及び立会官に報告し定めることとする。 
 
第５ チェックリスト 

   本調査においては、別添チェックリストをもとに調査するため、事前に以下を記載するこ
と。 

・申請者及び河川・路線等名 
・工事番号 

 
第６ 調査結果の報告及び保管 

   地方整備局等は、調査終了後、チェックリストを財務局等と突合を済ませた上、速やかに報
告するものとする。なお、チェックリストについては、災害査定官（検査官）が原本を、立会
官及び申請者が写しを保管するものとする。 

 

※1

※1：都市局・港湾局においては、「災害毎に２件程度」



「追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（現地調査）

実施時期 ： 平成３１年３月１２日
査定番号及び河川路線等名 ： ３０災第１３７号 瑞梅寺川
事業主体 ： 福岡県
施工位置 ： 糸島市高田地内
申請金額 ： １０，０５４千円
採択条項 ： 第２・２・（一）・イ
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「追跡調査及び査定方法の妥当性の検証」（現地調査）

実施時期 ： 平成３１年３月１２日
査定番号及び河川路線等名 ： ３０災第１７８号 川原川
事業主体 ： 福岡県
施工位置 ： 糸島市川原地内
申請金額 ： ８，８９６千円
採択条項 ： 第２・２・（一）・イ
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